安全衛生委員会等を活性化させるために
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趣旨

　安全衛生診断等を実施してみて、中小企業の安全衛生に対する取り組み方に、多くの疑問を感じているものの一人です。５０人以上の企業では、曲がりなりにも一応の形態は整えているものの、大多数の企業では、委員会が機能していないもの、継続性に何がしかの疑問が生じているものです。

　５０人以下の企業では、委員会制度が義務付けられていませんが、これに近い形で運営されているものは殆どありません。ということは、安全衛生に取り組む企業の意欲がいかに低いかを物語っていることになります。

　OSHMS指針が発足して、世界的な安全衛生の流れが制度化されつつありますが、大企業の取り組み方に対して、余りにも意識の隔たりが大きいことが判りました。このような疑問に対して、委員会等の取り組みについて考えてみるのも、一つの方法ではないかと以下の駄文を綴ってみることにしました。
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はしがき

　安全衛生管理を機能させるためには、組織「企業」的な活動として「安全衛生委員会」が作られ、その運営が軌道に乗らなければなりません。管理機能が正常に働き、機能すれば本来の活動が軌道に乗ることとなります。

　安全衛生管理については、「事業活動に伴なう災害の絶滅を期して、経営者の行なう合理的、組織的な一連の施策をいう」とされています。このような定義に伴ない現実の課題として、主として「中小企業」の実態を捉えて考えてみたいと思います。

　要求される水準が高度化され、その成果を期待するには、中小企業の置かれた管理の実態は、余りにもかけ離れたものとなっています。「管理」と一口にいっても、経営管理､労務管理、品質管理、情報管理、環境管理、危機管理といったような様々なものがあります。

　安全衛生管理は、これらの各種管理に絡んだ施策が必要になってきます。直接的なものを遂行しょうとすれば、他の管理との係わり合いを解決しないと進まない場合が想定されます。このような意味合いから、大方の事業場では、総務担当部門がその業務を担当しています。

　管理というものは、「何らかの目的の達成のために、関係する事項・事象を体系的にコントロール(制御)していく」こととされています。したがって、「管理」は、制御を行い得る「意思､権限、能力等」を有することが必要です。これらの総括的な機能は、経営者がおこないますが、安全衛生管理の主体もここにあります。その一端を担う者が総括者であると言えます。経営者(総括者)にその意思が無ければ安全衛生管理は機能しません。

　このような一連の機能を分担するのが組織であり、総括者⇒管理者⇒職長⇒職員といった職制です。そして「安全衛生」の目的達成のための調整機能を果たすのが「安全衛生委員会」(小規模事業場では、相応の打ち合わせ会)です。

　このような、組織形態の運営が安全衛生管理の骨子となっていますが、大企業においては、機能が図られますが、中小企業以下では、中々機能を果たすことが出来ない実態があります。現に私達が「安全診断等」を実施している段階で、十分に機能を果たしている企業は殆ど無いといっても過言ではありません。

　実際は、労働安全衛生法関連法規等、OSHMS等が先走りし、これらの企業の体制が追随していくのに隘路が多いことになります｡

　組織で制御していかなければならない「不安全状態、不安全行動」の方法や、作業者の能力、人間関係等、機械・設備・作業場所等・安全衛生組織の運営といったものが、うまく機能していないということになります。

　このような、実態に照らして、どうしたら軌道に乗せられるかという課題を拾い上げ検討していきたいと考えます。

1． 安全衛生管理体制(法第3章)

よく安全衛生管理が良く機能しているかどうかということは、トップと第1線監督者(職長)の意識にあると言われます。このように組織的運営はトップの取り組み方に左右されることが多いわけですが、組織の運営を良好にするためには、全体の機能が良好に保たれないとうまくいきません。ということは、単位毎の役割り分担を果たすことです。

これらの運営のためには、労働安全衛生法ならびに関連規則に明示されています。企業においては、社会一般の通例になっている法令体系に則り、組織を運営する必要があります。因みに管理体制の内容を示せば図1のとおりです。
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図1　事業場規模別・業種別安全管理体制

（1）総括安全衛生管理者
（第10条）

　①　林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業
100人以上

　②　製造業、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信業

　　　各種製品卸売業､各種製品小売り業、家具・建具・じゅう器小売業

燃料小売業､旅館業､ゴルフ場業、自動車整備業機械修理業
300人以上

　③　その他の業種
1000人以上

（2）安全管理者（第11条）

　安全管理者は50人以上の企業では選任しなければなりません。資格要件としては、一定の学歴と実務経験の組み合わせで定められています。

　①　大学等の理科系統の課程を卒業
実務経験３年以上

　②　高校の理科系統の課程を卒業
実務経験５年以上

3 前２号に掲げる者のほか、労働大臣が定める者

理科系以外の者　　大学等
実務経験５年以上

理科系以外の者　　高校
実務経験8年以上

その他の者
実務経験10年以上

（3）専任安全管理者

　次に掲げる人数毎にすくなくとも一人を専任の安全管理者とすることがきめられています。

　①　建設業、有機化学工業製品製造業､石油製品製造業
300人以上

2 無機化学工業製品製造業、化学肥料製造業

道路貨物運送業、港湾運送業
500人以上

　③　紙パルプ製造業、鉄鋼業、造船業
1000人以上

　④　令第2条-1及び2に掲げる業
2000人以上

（4）安全衛生推進者及び衛生推進者（第12条の2）

　常時10人以上50人未満の事業場に選任するもので、事業場内の選任が必要です。選任の業務は、安全管理者あるいは衛生管理者と同様の業務とされます。安全衛生推進者講習を終了した者、あるいは安全管理者になれる者を選任します。また、労働安全コンサルタントを当てることもできます。

（5）衛生管理者および産業医

　説明を省略します。

（6）作業主任者（第14条）

　施工令で定められる業種(22種)には「作業主任者」を置かなければなりません。

(7)技能教育、特別教育の終了者

指定された危険有害業務の作業者には必要です。

(8) 統括安全衛生責任者，特定元方事業者、元方事業者、元方安全衛生管理者、店社安全衛生管理者、安全衛生責任者

　請負工事等を行なう時、その内容にしたがって選任しなければなりません。

(9) 安全衛生委員会、安全委員会

　安全衛生管理規程、安全衛生委員会規程等に基づき、事業場の自主的判断で制定し、法で定められた周期毎に開催して、安全衛生の向上に努めなければなりません。

2．委員会の役割

　委員会の活動を継続的に機能させるためには、委員会全員の取り組みのための意志決定がなければなりません。委員会活動は安全衛生の基本的な取り組み方として、PDCA（Plan，Do,Check,Act）のサイクルが示されています。

　このサイクルを軌道に乗せ、効率的に委員会活動を行なうためには、つぎのような点で委員の意思決定が必要となります。

（1）意識の統一

　安全衛生の活動を活発に進めるためには､トップと第一線監督者の意識が決定的な要素になりますが、活動内容を支配するのは、委員会活動が正しく遂行されるかというです。安全衛生の目的には到達点はなく、たゆまぬ改善意欲が無いと継続が不可能となります。一サイクルの到達点は設定された目標の到達点に過ぎません。次の目標の出発点は次から次へと生まれてきます。このための意識の統一が必要不可欠となります。

　多くの事業場では、このような意識の統一がなされず、ややもすると、「マンネリ化」に陥り易い傾向になります。災害多発事業場の多くは、改善目標がなく、委員一人ひとりの取り組みが十分でない場合が多いようです｡この場合の多くは、委員会を取り仕切る総括者の意識が低調なことにあります。

　このような意味で、委員会の規程を企業の実態に合わせて作成して、この規程の中には、安全･衛生に係わる災害防止の関連規程も挿入しても構いません。例えば、環境上の問題、消防上の問題等です。このような内容を含めて以下に解説します。

3．安全衛生委員会規程

　安全衛生委員会規程（安全委員会・衛生委員会）を作成する場合には、ＯＨＳＭＳ、労働安全衛生法並びに関連規則等を主体にして、その内容を織り込むことが必要です。企業の規模等に大きな差があることから、内容も最小のものから最大のものまであり、各種の形態が考えられます。ここでは、欠かすことの出来ない最小の規模の企業を基として作成してみたいと思います。

（1） 前文と総則

①　前文には、安全衛生管理業務を円滑かつ完全に推進するためには、本安全衛生管理規程を定め、本規程により業務を運営することをうたいます。この中には、OSHMSの管理方針等企業の運営思想を盛り込みます。

②　総則には、企業の目的、法令を始め就業規程等の関連、適用基準、遵守義務とその責務，社内諸規定との関連等を明示します。

（2） 安全衛生管理体制

①　管理組織を明示　総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者等の組織形態を明示します。

②　役割り分担　役割り分担と措置等の権限の明示、総括者には、会社社長、工場長等のトップが当り、安全管理者･衛生管理者は実務に精通しかつ職制上から統制できる者をあてます。

3 全管理者･衛生管理者、産業医、安全衛生推進者、ラインの管理者及び係長並びに従業員等の職務内容を明示します。

④　作業主任者，職場安全推進員等の職務内容を明示します。

（3）安全衛生委員会（安全衛生打合会）

　法令で設置を義務付けられているときは、安全衛生委員会等を設置します。別途安全衛生委員会規程を定めて行ないます｡関連した安全衛生会議や小集団活動等について規程します。

（4）安全・衛生に関する措置

1 安全･衛生に係わる施設の法規制の適用とその実施状況、危険性及び有害性に対する適当な防止方法と応急措置、安全装置、保護具・救急用具及び措置、作業環境測定、等の整備

2 発生した災害、事故等に関する原因調査及びその改善対策並びに再発防止対策

3 作業主任者の配置と監督者及び補助者の任務、安全に関する資料の作成及び収集並びに記録，衛生に係わる措置・記録の整備等

4 作業の具体的な安全・衛生教育と訓練の方法

5 健康管理と健康保持の具体的施策

6 消防及び避難等に訓練の具体的方法

7 点検基準の制定と自主検査の方法、その他、安全・衛生に関して必要なこと

（5）安全・衛生教育の実施
1 法定教育の実施

　ⅰ　雇い入れ時・作業内容の変更時の教育

　ⅱ　職長教育(指定された職種)等、指定された監督者安全・衛生教育

　ⅲ　免許取得・技能教育・特別教育等

　ⅳ　その他の指定された教育

2 各種安全・衛生の意識向上のための教育、危険予知訓練、小集団リーダ教育

3 従業員の教育参加義務その他必要な事項

(6)　作業の安全・衛生に係わる具体的方法

1 危険及び有害業務に係わる安全作業手順の作成と実施並びにその教育方法

2 作業の継続時間、緊急時の連絡方法並びに措置、その遵守義務

3 整理整頓並びに環境の自主的措置

4 伝染病、食中毒防止に対する具体的措置

(7)　災害が発生した場合の措置並びに報告の方法

1 災害・事故が発生した時の具体的な措置の方法

2 災害調査・報告書の作成、類似災害の防止方法、その他必要な事項

　以上のような内容が盛られた箇条書き(第1条～　　　　　)として企業の実態に合わせて作成します。本社・工場が分かれる時は、本社・工場別に実態に合わせて作成して運用します。付録の安全衛生管理規程(案)、安全衛生委員会規程(案)を参照してください。

4．安全・衛生施策を軌道に乗せるために

　いくら立派な条文を作成しても、「絵に描いた餅」になってはなりません。これを軌道に乗せるためには、関係者のたゆまぬ努力がないとできません。ということは、事業規模の大小によって取り組み方が異なるからです。その努力が必要な企業は中小企業以下の場合です。

(1)　スタッフとラインの協調
　事業規模が大きくなると、通常、スタッフとラインが分離して運営されます。スタッフとは、総括者を始めとして非生産部門(サービス部門)の安全衛生委員会等を主導する部門です。ラインとは、直接の作業部門(生産部門、サービス部門等)を指します。

　企業の流れとしては、両者は相容れない関係にありますが、この両者が協調していくための規程が｢安全衛生管理規程｣です。したがって、安全衛生をスムースに運営していくためには、この管理組織が有効に働かないと機能しません。この辺の取りまとめは総括者が担当することになります。

　安全管理者と衛生管理者は通常はラインの部長又は課長職の人が担当されますが、安全・衛生の施策はラインの職制に係わり合いなく、実施しなければなりません。したがって，安全衛生委員会で総括者は､この旨､他の職制へ徹底させる必要があります。安全衛生管理組織は他の職制に優先するということです。

　ⅰ　安全衛生スタッフに期待するもの

　　自主管理と専門性　安全衛生スタッフが現実に妥協してしまったら、安全衛生管理はどんどん弱体化していきます。これを打開するためには、自主管理の気概と安全衛生の専門性を高める必要があります。要するに何をなすべきかを検討して出さなければなりません。図2に示されるように事務局は、各部門で行なう行事のお膳立てを行なうことで、弱点を「洗い出す」必要があります。

　　安全衛生委員会の進行役を取り仕切ることになります。OHSMSに伴なうPDCAを取りしきるお膳立てをすることにほかなりません。OSHMSは全ての施策を理論的に組み立て推進する必要があります。

　ⅱ　ラインに期待するもの

　　作業者には「免許、技能教育、特別教育等」の法的規制が多く適用されていますが、安全衛生管理を進める母体はラインであり、安全管理者等に課せられた課題は重いものがあります。安全配慮義務を含めて事業者責任を果たす行為者であるという認識が必要です。

　　現場の管理者が日頃から安全衛生に対する熱意と関心を示す言動が、職長と作業者の安全衛生意識を高め、事故や災害の防止の決め手になるということを忘れてはなりません。

　法規制においても、再修訓練等を進めているわけです。この点で、安全衛生管理のノウハウの伝承がなされていないということが良く指摘されます。安全衛生スタッフは、現場の実態を把握することをおろそかにせず、ラインの職制を機能させるように指導・監督することが大切です。この意味での自身の実力を高めなければなりません。

　外部の安全衛生教育等の研修に積極的に参加して、スタッフの計画した推進事項の先導役として活動すれば効果が上がってきます。

このように、スタッフとラインが一致協力することによって施策の推進が図れ、全体の効果が上がり、名実共にPDCAの一巡サイクルが軌道に乗ることになります。そして、安全衛生の施策は「安全衛生委員会」の議決によって、職制で実行されるわけです。

　一例として、OSHMSで示されている流れ図は第1図のとおりです。

　ここで、これからの「安全衛生」は、OSHMSが基本となって進められなければなりませんから、その内容を紹介しながら解説してみたいと思います。

　①　安全衛生方針の表明（その１）「指針5条」

　　経営者（工場長等）が安全衛生方針を表明し、労働者に周知させる。

　　ⅰ　労働者の協力の下に、安全衛生活動の実施

　　ⅱ　労働安全衛生関係法令、事業場安全衛生規程の遵守

　　ⅲ　OSHMSを適切に実施・運用する。

　　　システム構築上の問題点（その２）

　　ⅰ　OHSMSの適用範囲

　　ⅱ　経営者の安全衛生に関する理念や姿勢を示す

　　ⅲ　労働者への周知の方法

　　ⅳ　適切に実施、運用することの表現

　　ⅴ　社外への公開

　　ⅵ　事業者の見直し時期

　　ⅶ　会社の理念や上位組織の方針との整合性

　　　安全衛生方針の中に含むべき内容

　　ⅰ　組織のOSHの性質と規模にかなうーその企業が直面するリスクの性質を表す。

　　ⅱ　継続的改善の約束を含む-社会の期待に応え、効果的、効率的OSHパフォーマンスを改善する。

　　ⅲ　現行の労働安全衛生法規及びその他の要求事項を遵守する。-法規その他の要求事項の遵守は最小限の約束

　　ⅳ　文書化され、実施され、維持される。－文書化し、実施し、妥当であるかを継続的に確認し、必要に応じて改訂

　　ⅴ　全労働者に周知される。-労働者の参画及び関与はOSHの成功に不可欠、労働者の自覚を促す

　　ⅵ　利害関係者が入手可能である。-組織のOHSパフォーマンスに関心をもつ人に声明を開示する

　　ⅶ　定期的に見直される｡―変化する社会の状況、OＳＨへの期待、法規制などに対応させる

　　　　計画














実施

評価・改善






図1　労働安全衛生マネジメントシステムの流れ図

　②　安全衛生目標の設定（その１）「指針７条」

　　安全衛生方針に基づき、安全衛生目標を設定する

　　システム構築上の問題点

　　ⅰ　安全衛生方針の具体化として何を目標として取上げるか

　　　中長期の目標→短期の目標

　　　組織（工場）全体の目標と部門別の目標

　　　過去の目標、安全衛生計画の達成状況、災害状況を反映

　　ⅱ　方的な要求事項と第６条で特定した重要な危険又は有害要因を配慮

　　ⅲ　数値化した目標

　　　達成度の評価が可能なもの

　　ⅳ　安全衛生目標の例として

　　　リスクレベルの低減

　　　方針及び全体的なリスク等を考慮した重点化した改善目標

　　　過去の事故例などを基とした事故誘因の除去又は低減

　　安全衛生目標の設定（その２）｢OSHAS　18０01での留意点｣

　　ⅰ　関連する各部門及び階層で文書化した目標を作成する

　　ⅱ　実用な限り定量化する

　　ⅲ　設定及び見直しでの配慮事項；指針よりもリスク評価の結果により重点がおかれている

　　　法的及びその他の要求事項

　　　危険源及びリスク

　　　技術上の選択技

　　　財政上、運用上及び事業上の要求事項

　　　利害関係者の見解

　　継続的改善の約束を含めて労働安全衛生方針と整合させる

③　危険又は有害要因の特定及び実施事項の特定(その1)「指針6条」

　　ⅰ　危険又は有害要因を特定する手順を決める

　　ⅱ　この手順に基づき、危険又は有害要因を特定する

　　ⅲ　労働安全衛生関係法令や特定された危険又は有害要因を除去又は低減させるために実施すべき事項を特定する手順を決める

　　ⅳ　この手順に基づいて、実施事項を特定する

　　システム構築上の問題点
　　ⅰ　必要な情報の収集

　　　工程・フロー図、法規制、設備・材料、作業環境、事故・ヒヤリハット等

　　ⅱ　危険又は有害要因を特定する手法は何を用いるか

　　　どのような情報を基に、どのように評価し、まとめる(リスク評価)か

　　　評価の手順、基準は全て自ら定める

　　　危険、有害要因の特定はなるべく労働者の参加で実施する

　　ⅲ　誰が、どの範囲のリスク評価を行なうか

　　ⅳ　リスク評価の基準は何か

　　ⅴ　労働安全衛生関係法令として該当するものをどのように整理するか

　　ⅵ　どの範囲までを対象として特定するか

　　　作業の範囲、下請負業者、立ち入り者などの扱い

　　危険又は有害要因の特定及び実施事項の特定(その2)「OSHAS　18０01」

　ａ．リスク管理を行う事項の特定に必要なこと

　　ⅰ　手順：危険源の特定―リスクアセスメント-リスク管理の計画

　　ⅱ　含めるべき活動

　　　定常活動及び非定常活動

　　　職場に出入りする全ての要員の活動(下請け業者、来訪者を含む)

　　　他者から提供される職場の設備等も含む

　　ⅲ　事後活動でなく予防活動、適用範囲、性質、タイミングを規定

　　ⅳ　今までの経験や能力を配慮した管理策である

　　ⅴ　設備設置に考慮すべきことや、どのような訓練が必要かのインプット情報を提供するもとなる

　　ⅵ　必要とされる活動のモニタリングを規定する

　ｂ．法的及びその他の要求事項の特定に必要なこと

　　ⅰ　法的要求やその他のOSH要求事項を特定する手順を決める

　　　法規制、条例、業界での取り決め、業者等との約束事項

　　ⅱ　その手順により、該当する法規制、その他の要求事項を特定する

　　ⅲ　法的要求事項などの改正を把握し、常に最新の情報とする

　　ⅳ　関連情報を労働者及びその他の利害関係者に周知する

　④　OSHMSで示される事項

　　ⅰ　安全衛生計画の作成

　　ⅱ　労働者の意見の反映

　　ⅲ　実施及び運用

　　ⅳ　体制の整備

　　ⅴ　文書の保管及び整理

　　ⅵ　緊急事態への対応

　　ⅶ　日常的な点検・改善

　　ⅷ　システム監査

　　ⅴⅴ　見直し

　　　これらの一巡サイクルの繰り返しとなります。これらのサイクル工程は安全衛生委員会が担当して行ないます。図2参照
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（注）危険性の抽出―リスク評価表の出し方は別途

図2　危険又は有害要因の特定手順の例

5．運営の具体化

（1）　トップの姿勢と委員の自覚

　経営トップの安全衛生に対する姿勢が大事です。総括者が態度で示さないと、以後の推進が思うようにいかなくなります。安全衛生の基本方針を示したり、年度計画を作ることは作文によってかのうです。

　作文が出来ても、これを実行することは委員の自覚と使命感がないと前へすすみません。これを推進するためには、自身の置かれた役割分担を認識して、それぞれの職責を果たすことです。

1 各人の役割分担を明確にすること。

2 各人が所掌事項に対するリーダーシップをとること。

3 与えられた職責には期限をつけて処理すること。

（2）委員の選出

　安全衛生委員会の委員の選出は法令に定められた方法によりますが、委員の選出には、委員会が目的とすることを遂行し、成果が上がらなければなりません。委員の選定に当っては、各職場の意見が集約できるような専門性、責任の範囲、安全衛生に関する認識度、

指導力等を勘案して行なう必要があります。

（3）事務局

　事務局は委員会活動の活発化には重要な役割りを担います｡単に事務処理をするのみでなく、委員会の活動計画を立案して、議長（トップ）並びに関係者の調整を図ることです。

　したがって、企画力やコーディネート能力も要求されます。通常は総括担当部門が当ります。また、書記も同部門が担当します。

（4）委員会の開催と議事等の推進

　委員会は月１回以上とされていますが、開催時間､議事等企業の規模にしたがって制約することはできません。自主性によることになります。

　議事､審議事項等はOSHMS等にしたがって行なうこととされますが、安全衛生は永続性がないといけません。最も避けなければならないことは、マンネリ化に陥らないことが必要です。

　このためには、安全衛生年度計画を念入りに作成して、企業体力に相応したものとする必要があります。いたずらに議題を提案しても「絵に描いた餅」になってはいけません。そんなことになると、委員会活動が停止してしまいます。

OSHMS情報（安全と健康02．1）「中災防技術支援部」より

　OSHMS構築実例

　安全衛生方針

1．理念と姿勢

1 安全衛生の充実を図ること。

2 事業者自ら取り組むこと。

3 経営資源（人材、資金）を投入すること。

これに対して指針が求めているものとして

1 従業員の協力の下に、安全衛生活動を実施すること。

2 関係法令、事業場で定めた規定等を遵守すること。

3 OSHMSを適切に実施、運用すること。

4 このような基本的なことを踏まえて次のような事例を紹介しています。

安全衛生方針（A例）


安全衛生方針（B例）


6．効果的な運営

　安全衛生管理組織の運営には、ライン型、スタッフ型、ライン・スタッフ型の三通りの方法がありますが、企業規模等の制約からその運営は、どちらかに選別して行なわれます。その特長とする内容を紹介します。

（1）ライン型

　小規模事業場に適した方法で、安全衛生の計画から実施まで、全てを生産ライン（サービスライン等の系統）の職制を通じて行なうもので、指示や措置が徹底しやすく実施も早いということがあげられます。

　この型の欠点は、生産ライン等の各級管理・監督者は、日常の業務に追われ、安全衛生の知識や情報を身につけることができず、即応することが不可能になってしまうことが多いようです。企業の安全診断等において散見されるところです。このようになると、経営トップの考え方が現場に浸透しにくくなります。

（2） スタッフ型

　事業規模の大きいところでは、安全衛生管理を専掌する部門を置き、計画・調査・勧告・報告等の事務処理を行なうものです。最新の決めの細かい事務的な処理ができるという反面、ラインと直結していないため、ラインと遊離してしまうきらいが出てきます。協調をどうして保つか、一体運営について常に考えていく必要があります。

安全衛生の推進母体はラインであることの認識が肝要です。安全衛生対策が現場部門に浸透しなければスタッフ部門の画策だけに終わってしまいます。

（3）ライン・スタッフ型

　ライン型とスタッフ型を折衷したものです。安全衛生業務を専門に管掌するするスタッフ部門を置く一方、生産ライン等の各層にも兼任あるいは専任の安全衛生担当者をおいて、安全衛生対策はスタッフ部門で企画し、これをラインを通じて実施するようにしたものです。適用がうまくいけば理想的になります。ただし、運用が適切に行なわれた場合です。

　このように、それぞれ長所・短所があり、事業場の最適な組織で運営することが重要なことです。それぞれの立場を補完（助言や指導）しあえる組織形態を選択することが肝要です。事業規模が大きくなると各部門の専門性が問われますので、ラインに頼るだけではスムースに運営できません。

　安全衛生施策の改善や運営が不十分な点が見られたら、直ちに､あり方を検討し直す必要があります。また、安全衛生は人が行うものですから、安全衛生に係わる意欲が無いと、施策の前進が望めません。このための、安全衛生に係わる知識・素養が必要なことは当然です。

　安全衛生委員会を機能するようにするには、机上のプランを整えても、これを前進させるための意識の向上がないと，折角の新造された船も船出ができません。災害多発事業場では、このようなことで、計画が宙に浮いていることが多いようです。どうしたら改善できるのでしょうか！

（4）50人以下企業の取り組み
　５０人以下の企業では安全衛生委員会の設置は義務付けられていません。したがって、委員会を設置してもよいが、設置しないで安全衛生管理の手法を進めてもかまいません。現実の課題としては、これに代わる安全衛生懇談会（懇話会）の形式で月１回程度の打合会は必要と思われます。

　その内容は、人員の数等を考慮して形式にとらわれないもので、効果の上がる手段､方法を実情に合わせて考えるべきです。次のようなことが考えられます｡

　①　主催者（座長）

　　企業の経営にタッチする方が望ましいわけですが、安全衛生推進者等に委嘱して全面的な支援を事業場として行なう必要があります。小規模事業場では、当該箇所をまとめる責任者が当るのが至当です。

　②　構成員

　　概ね労働者側の人を半数は入れます。構成員の数は数名程度と考えられます。構成員の選定には、安全衛生の意識が高く、責任感の旺盛な人を選定します。

　③　書記
　　書記等は置かず、構成員等が持ち回りで記録を取り、次の回へ引継ぎます。議事録等は記録簿を作り、開催日時、出席者名、発言記録等を残し、以後の会議記録として反省の材料等としていきます。

　④　時間等

　　時間等は余り多くは取れないと考えられますので、議題等の内容により、適宜選定するようにします。時間等は余り取れない場合が多く、作業の関係で特定日を決めても変更せざるを得ない場合が出てきます。このような時は、必ず適当な時間を割いて日時を変更して開催します。

　⑤　マンネリ化の防止

　　規模が小さくても、課題処理の基本は変わりません。OSHMAで示される大綱に準じて年度計画を立てます。

　　中小企業では、マンネリ化が最も避けなければならないものの一つです。OSHMSで示されるPDCAの一巡サイクルにおける見直しを行ないます｡災害防止対策はエンドレスであるという認識を常に持つ必要があります。このためには、常に「安全衛生意識」の向上を図る必要があります。リーダーシップの発揮が望まれます｡

　安全衛生診断でつくづく考えることは、小規模事業場では、リーダーの安全衛生の資質に係わることが多いようです｡はっきり言ってしまえば、安全衛生意識の欠如です。このような「安全衛生意識の欠如」の問題は全般的にも言えることです。

　よく議題が無いということを聞きます。議題は発掘すれば幾らでもあるはずです。従業員から募集する手段だってあります。企業意識の向上と自身の安全衛生に対する向上のためですから、発掘できるはずです。

あとがき

　活性化を求める意見はまだまだいろいろあろうかと思います。私達「労働安全コンサルタント」業として、各種の企業に出かけ、「指摘し、改善を求める」という常套手段で診断を終了していますが、後日、またその企業へ行ってみますと、殆ど元の木阿弥になっていて改善の跡がみられません。

　最も大事なことは、委員会等の会議を正しい形で運営して、常に改善意欲に満ちた活性化を図ることが求められます。その一助になれば幸いです。

　これでよいのかと、自問してしまいます。口頭で申しあげたのでは記憶にとどまらないと思い、努めて書類「印刷物」を渡して、このなかに詳しく説明していますから､よく読んで実行するように訴えていきます。

　ここに示された内容では、十分な説明ができませんが、若干なりとも参考になれば幸いです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　終わり
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どんな危険が(リスクの内容)あるか





リスクレベルの評価





重要な危険又は有害要因の特定





リスク除去、低減の管理策作成





各部門への安全衛生部文書として配布む





目標設定への配慮





安全衛生理念


○○○株式会社は、働くすべての従業員が安心して働ける労働安全衛生環境の維持向上と健康の増進が企業存続の基盤をなすものと考え必要な資源を投入し積極的に活動する。


安全衛生方針


あらゆるリスクを明確にし、労働災害ゼロを目指す活動を、従業員との良好なコミュニケーションの下に続ける。


労働安全衛生法をはじめ関係する諸法令を遵守するとともに、社内規定・基準に基づき従業員の安全を確保する。


労働安全衛生マネジメントシステムの適切な実施および運用により、安全衛生の維持向上に努める。


非定常時の作業における責任ある推進体制の確立と作業後のチェックを確実に行う｡


従業員の疲労やストレスを軽減するため、快適な職場環境の形成を促進する。


安全衛生教育、諸活動を実施し、安全衛生意識の向上を図るとともに、協力会社へも安全衛生方針を表明し、協力を要請する。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2002年　　月　　日


　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　　　○　○　○　○





従業員の安全衛生確保は企業存立の基盤であるとの認識の下、従業員全員参加で、法令等を遵守し、OSHMSを適切に実施・運用することで、安全で健康に働くことができる職場環境つくりに積極的に取り組む。


基本理念


安全衛生はライン管理が基本である。


安全衛生は一人ひとりに遂行責任がある。


安全衛生は協力会社と一体である。


基本方針


1．全員によるリスクアセスメントの実施と、リスクレベルC以上の安全化推進


2．KY活動を始めとする職場自主活動の推進による職場の活性化


3．組織体制の整備、責任の所在の明確化


4．心身の健康調査、健康づくにの促進


5．安全衛生レベル向上に向けた経営資源の有効活動　　　　　　年月日


6．諸活動の実施における協力会社の理解と協力の推進　　　　　工場長　　○　○








PAGE  
17

